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詳細はホームページに掲載されているIR情報をご覧ください。

https://www.kamigumi.co.jp/ir/

連結財務諸表

株式の状況／会社の概要

（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。

会社の概況 （2022年3月31日現在）

発行可能株式総数 250,000,000株
発行済株式の総数 127,496,837株
株主数 6,855名

当社は、最適な資本構成を勘案しつつ、持続的な企業価値の向上を目指し、成長投資や
内部留保を確保したうえで、安定的な利益還元を継続することを基本方針としております。
利益還元については連結配当性向を基準とした配当を基礎とし、自己株式の取得につい
ても適宜、実施してまいります。
なお、本中期経営計画期間中は、一層の利益還元充実と資本効率改善を図るため、連結
配当性向40%、総還元性向90%を目安に利益還元を実施いたします。

株主様への還元方針

※株式数は千株未満を、比率は小数点以下第3位を切り捨てて表示しています。

大株主（上位10名）

株　主　名 持株数（千株） 持株比率（%）

日本マスタートラスト信託銀行㈱（信託口） 16,402 14.30
かみぐみ共栄会 7,132 6.21
㈱日本カストディ銀行（信託口） 5,205 4.53
上組社員持株会 3,278 2.85
NORTHERN TRUST CO.（AVFC） RE 
SILCHESTER  INTERNATIONAL 
INVESTORS INTERNATIONAL VALUE  
EQUITY TRUST

2,927 2.55

全国共済農業協同組合連合会 2,772 2.41
（一財）村尾育英会 2,456 2.14
日本生命保険（相） 2,271 1.98
住友生命保険（相） 2,250 1.96
STATE STREET BANK AND TRUST 
COMPANY 505001 2,094 1.82

※1　自己株式12,828千株は、上記大株主から除いています。
※2　持株数は千株未満を切り捨てて表示しています。
※3　持株比率は自己株式を控除して算出し、小数点以下第3位を切り捨てて表示しています。

所有者別株式分布状況 （2022年3月31日現在） 役員 （2022年4月1日現在）

事業年度 毎年4月1日から翌年3月31日まで

基準日 定時株主総会  3月31日
剰余金の配当 中間 9月30日　期末　3月31日

株主名簿管理人
特別口座の
口座管理機関

三菱UFJ信託銀行株式会社

同連絡先
（お問い合わせ先）

〒541-8502　大阪市中央区伏見町三丁目6番3号
三菱UFJ信託銀行株式会社　大阪証券代行部
電話（通話料無料）0120-094-777

公告方法

電子公告
当社ホームページ（https://www.kamigumi.co.jp/）
に掲載いたします。
ただし、やむを得ない事由によって電子公告によること
ができない場合は、日本経済新聞に掲載いたします。

単元株式数 100株

（ご注意）
1．�株主様の住所変更、買取請求その他各種お手続きにつきましては、原則、口座を開

設されている口座管理機関（証券会社等）で承ることとなっております。口座を開設
されている証券会社等にお問い合わせください。株主名簿管理人（三菱UFJ信託銀
行）ではお取扱いできませんのでご注意ください。

2．�特別口座に記録された株式に関する各種お手続きにつきましては、三菱UFJ信託
銀行が口座管理機関となっておりますので、上記特別口座の口座管理機関（三菱
UFJ信託銀行）にお問い合わせください。なお、三菱UFJ信託銀行本支店にてもお
取次ぎいたします。

3． 未受領の配当金につきましては、三菱UFJ信託銀行本支店でお支払いいたします。

株主メモ株式の状況 （2022年3月31日現在）
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（%）1株当たりの配当金　　中間　　期末
配当性向　　　

配当金と連結配当性向の推移

金融機関
36,630千株
28.73％

金融商品取引業者
1,413千株
1.10％

その他の法人
7,733千株
6.06％

外国法人等
46,889千株
36.77％

個人・その他
22,001千株
17.25％

自己株式
12,828千株
10.06％

合計
127,496
千株

取締役
代表取締役会長 久保　昌三
代表取締役社長 深井　義博
代表取締役専務 田原　典人
代表取締役常務 堀内　敏弘
代表取締役常務 村上　克己
取締役 平松　宏一
取締役 長田　行弘
取締役 椎野　和久
取締役（社外） 石橋　伸子
取締役（社外） 鈴木　三男

監査役
常任監査役（常勤） 小林　保男
監査役（社外） 宗吉　勝正
監査役（社外） 中尾　　巧
監査役（社外） 黒田　　愛

商号 株式会社　上組（Kamigumi Co.,Ltd.）

創業 1867（慶応3）年（設立：1947年2月28日）

資本金 31,642,266,011円

従業員 3,719名（連結：4,261名）

本店 神戸市中央区浜辺通四丁目1番11号

主要な
事業内容

物 流 事 業 港湾運送、倉庫、国内運送、工場荷役請負、
国際運送、物流その他

そ の 他 事 業 重量・建設、その他

※第83期の期首より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）等を適用しており、第82期に係る各数値については当該会計基準等を遡って適用した後の数値となっています。
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負債・純資産合計
434,734

資産合計
434,734

有形固定資産
227,568

無形固定資産
6,789

投資　　　　
その他の資産

82,966

有形固定資産
232,086

無形固定資産
6,649

投資　　　　
その他の資産

84,094

流動資産
111,904

固定資産
322,829

負債
66,816

負債・純資産合計
415,539

純資産
367,917

資産合計
415,539

固定資産
317,324

流動資産
98,214

負債
63,130

純資産
352,408

現金及び現金
同等物の
期首残高
22,780

現金及び現金
同等物の
期末残高
46,364

財務活動による
キャッシュ・フロー
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流動負債
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流動負債
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固定負債
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POINT 3

連結損益計算書の要旨 （単位：百万円）

第82期
（2020年4月1日から2021年3月31日まで）

第83期
（2021年4月1日から2022年3月31日まで）

国内外の貨物取扱数量の回復により、前年同期に
比べ9.3%増収

営業収益POINT 1 POINT 1

第82期末
（2021年3月31日現在）

第83期
（2021年4月1日から2022年3月31日まで）

第83期末
（2022年3月31日現在）

第82期末
（2021年3月31日現在）

第83期末
（2022年3月31日現在）

連結貸借対照表の要旨 （単位：百万円） 連結キャッシュ・フロー計算書の要旨 （単位：百万円）

「現金及び預金」、「建設仮勘定」および「投資有価
証券」が増加したことなどにより、前期末に比べ
4.6%増加

「利益剰余金」が増加したこと、および「その他
有価証券評価差額金」が増加したことなどにより、
前期末に比べ4.4%増加

投資活動によるキャッシュ・フロー
固定資産の取得による支出166億28百万円、定期
預金の純減額105億68百万円などにより、38億4
百万円の純支出

総資産 純資産 POINT 4POINT 3POINT 2
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第81期 第84期
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第81期第82期 第82期 第82期第83期 第83期 第83期 第84期
（予想）

155.06 2,849.94

5.5
8.9

152.97
3,017.22

5.2 10.2180.14 3,193.03
5.8 10.9

第83期第82期 第83期第82期 第83期第82期 第83期第82期第81期 第81期 第81期 第81期

261,681百万円

180.14円
前期比

17.8%増

28,524百万円 20,861百万円

3,193.03円
前期比

5.8%増 0.6ポイント増5.8%
前期比 前期比

前期比

9.3%増
前期比

16.7%増
前期比

16.3%増

自己資本利益率（ROE） 営業収益営業利益率1株当たり純資産（BPS）

営業収益

1株当たり当期純利益（EPS）

親会社株主に帰属する当期純利益営業利益

（百万円） （百万円） （百万円）

（円） （円） （%） （%）

10.9% 0.7ポイント増

※第83期の期首より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）等を適用しており、第82期に係る各数値については当該会計基準等を遡って適用した後の数値となっています。

世界の物流をデザインする。

株式会社上組

KAMIGUMI
REPORT

第83期
報 告 書

2021年４月 １ 日▶

2022年3月31日

南本牧物流センター２号棟（横浜市）

さらなる業績の拡大と資本効率を意識した
経営を目指し、中期経営計画を修正しました。

株主の皆様へ／トップインタビュー

セグメント別概況
連結財務ハイライト
連結財務諸表
特集  中期経営計画の修正について

Close-up
サステナビリティ
株式の状況／会社の概要



株主の皆様へ／トップインタビュー

Segment Reviewセグメント別概況

To Our Shareholders／Top Interview

Close-up サステナビリティ

資 本 政 策

さらなる業績の拡大と資本効率を意識した
経営を目指し、中期経営計画を修正しました。

3,498209,354 32,439
20,946

第83期第82期 第83期第82期 第83期第82期 第83期第82期

（単位：百万円）営業収益

232,360
前期比 11.0%増　

24,841
前期比 18.6%増　

31,975
前期比 1.4%減　

3,681
前期比 5.2%増　

（単位：百万円）セグメント利益 （単位：百万円）営業収益 （単位：百万円）セグメント利益

当期の物流業界は、国内貨物や輸出入貨物の取
扱いは回復傾向ではあるものの、世界的な海上コン

テナ需給の逼迫や燃料費の高騰など、厳しい経営環境が継
続しています。

当社グループは、横浜市に南本牧物流センター2号棟（後
掲Close-up参照）を新たに建設するなど、顧客ニーズを取
り込んだ物流基盤の強化を図り、物流インフラを支える企業
として、サービスの提供を行ってまいりました。

この結果、当期における営業収益は、国内外の貨物取扱数
量 の 回 復により、前 期に比 べて9.3%増 収 の2,616億81
百万円となりました。利益面についても、営業利益は前期に
比べて16.7%増益の285億24百万円、経常利益は前期に
比べて17.9%増益の308億75百万円となり、親会社株主に
帰属する当期純利益は前期に比べて16.3%増益の208億
61百万円となりました。

当社グループを取り巻く状況は、引き続き新型コ
ロナウイルス感染症による影響に警戒を要すること

に加え、資源価格の高騰によるコスト上昇や脱炭素社会に対
応し得る企業活動の追求など、経営環境は依然として多くの
課題を抱え、長期的な変化を見据えた経営戦略が求められ
ています。

このような 環 境 の 中、当 社 グ ル ー プは中 期 経 営 計 画
（2021年3月期～2025年3月期）について、足元の物流市
場環境および当社業績動向を踏まえ、業績目標を「コロナ
前」の水準に戻すことが適当であると判断したこと、およびこ
れまで以上に資本効率を意識した経営を推進していく必要
があるという観点から、計画の修正を決定しました。修正の
概要につきましては、本報告書の「特集」をご覧ください。

株主の皆様におかれましては、これまで以上のご支援、ご
鞭撻を賜りますよう、よろしくお願い申しあげます。

　株主の皆様には、格別のご高配を賜りありがたく厚くお礼申しあげます。
　当社は中期経営計画の2年目として、基幹事業の強化や新たな成長基盤の創出に向けた
取組みを進めた結果、第83期（2021年4月1日から2022年3月31日まで）の業績は、営業収
益、営業利益、経常利益、親会社株主に帰属する当期純利益のいずれも前期を大幅に上回り、
増収増益となりました。
　当期の概況と来期以降の主な取組みについてご説明いたします。

代表取締役社長　　 　  　 　

第83期（2022年3月期）の
経営環境と業績について

来期以降に向けた取組みと
中期経営計画について

物流事業 その他事業
■  新倉庫の稼働開始に伴い、保管貨物が増加
■  コンテナや穀物、青果物、自動車および同関

連部品の取扱いが増加
■  工場荷役請負の取扱いが増加
■  海外プロジェクト貨物の取扱いなどが堅調

■  重量貨物運搬や建設機工案件の取扱いが減少
■ 太陽光発電事業の発電量が減少
■  物品販売業での取扱価格の上昇などが業績に寄与

※上記の営業収益およびセグメント利益の数値は、セグメント間の取引消去前の数値を記載しています。
※第83期より「物流事業」と「その他事業」に報告セグメントを変更しており、第82期の各数値は変更後の報告セグメントに基づいて算出しています。
※第83期の期首より「収益認識に関する会計基準」（企業会計基準第29号 2020年3月31日）等を適用しており、第82期に係る各数値については当該会計基準等を遡って適用した後の数値となっています。

構成比
87.9％

構成比
12.1％

A A

Q Q

京浜地区における大豆などの穀物の保管需要拡大に応え、安定的なサービスを提供するため、2021年8月、横浜市の南本牧埠頭に
「南本牧物流センター２号棟」を竣工しました。新倉庫は全保管庫に定温機能を備えており、厳格な温度管理による高品質な保管サービ
スを提供するとともに、穀物の自動計量袋詰め設備を設置し、作業の迅速化ならびに省力化を実現しています。また、屋上一面に自家消
費型太陽光パネルを設置し、事業活動における環境負荷の軽減に貢献します。

隣接する既存の「南本牧物流センター１号棟」との一体稼働により、業務コストの改善と物流品質の向上を実現し、さらなる収益拡大
に努めてまいります。

※ROEについては、本中期経営計画期間終了後もさらなる向上を図り、長期的には7％台を目指します。

横浜港に「南本牧物流センター２号棟」竣工 相生バイオマス発電所向け燃料輸送に電気推進船を導入
当社が受注し、2022年秋の作業開始を予定している相生バイオマス発電所（兵

庫県相生市）向け発電燃料のサイロ保管・輸送事業に関し、2021年12月、当社、
関西電力㈱および㈱e５ラボの３社は、神戸港にある当社六甲サイロから発電所へ
の燃料輸送において、電気推進船を１隻導入することに合意しました。

導入する電気推進船は、小型発電機と大容量蓄電池を備え、従来のディーゼル
船と比べて運行時のCO2排出量を最大50％（400t-CO2／年）削減します。こ
れは、近年課題となっているサプライチェーン全体におけるゼロカーボン化に向
けた取組みの一つであり、バイオマス燃料を輸送する貨物船として電気推進船を
導入するのは世界初となります。なお、本電気推進船の運航は2023年５月より当
社子会社の上組海運㈱が行う予定です。

当社は国土交通省が推進する「カーボンニュートラルポート」実現に向け、今
後も各種施策に継続して取り組んでまいります。▲  南本牧物流センター２号棟

特 集 中期経営計画の修正について

当初目標（2025年３月期） 修正後目標（2025年３月期）

営業収益 2,800億円 3,100億円

営業利益 300億円 330億円

経常利益 310億円 350億円

当社は、財務安定性の維持を前提として、適正な資本構成の実現を通じた企業価値の最大化、および資本コストを一層意識した
経営を行うべく、以下の資本政策を実施してまいります。

戦略投資

120億円【新設】

成長投資

545億円【規模拡大】

維持更新投資

55億円【規模維持】

財務CF：300億円規模

cash in

営業CF：約1,000億円

重点戦略の遂行による
収益力強化

投資CF：約720億円

cash out

利益還元：約580億円

3

2

1

利益還元の積極化

成長に向けた投資の拡大

資本コスト抑制に向けた負債の活用

前掲トップインタビューQ&A「来期以降に向けた取組みと中期経営計画について」にて紹介した中期経営計画修正の概要に
ついてご説明します。

中期経営計画（2021年３月期～2025年３月期）修正の概要 資本コストを意識した経営の加速

業 績 目 標

重 点 戦 略

■施設の概要
施設名称 南本牧物流センター２号棟 構造　 鉄骨造　４階建
所在地 神奈川県横浜市中区南本牧３番10、11

主要設備
垂直搬送機　５基

竣工日 2021年８月30日 貨物用エレベーター　１基
延床面積 26,951.39㎡ 大豆搬出入プラント　１基
敷地面積 27,236.73㎡ 太陽光発電容量 357.3kW

■導入する電気推進船の性能・仕様

航海速力 最大運航速力11ノット
通常運航速力10ノット

発電機容量 500kW×2基
バッテリー容量 440kWh
載貨重量 1,600トン
竣工予定 2023年４月

■外観（イメージ） ■航路（イメージ）

淡路島

相生
バイオマス
発電所

神戸港

外航船航路

①基幹事業の強化
②海外事業の収益性強化
③新規事業の開拓
④人材確保・育成強化

⑤DXによる事業の強化

●3年間で総額720億円規模の投資を予定
●競争力強化や中長期的な事業成長を見据えた「成長投

資」を大幅に拡大
●資本業務提携やM&Aを目的とした「戦略投資」枠を新設

●資本コスト抑制の観点から、「負債活用」による投資と
利益還元を積極化

●3年間で総額300億円規模の負債調達を予定

●連結配当性向40％を目安とした株式配当を実施
　（2022年3月期より適用）
●3年間で総額300億円規模の自己株式を取得
➡各事業年度で総還元性向90％の利益還元を実施

　負債の活用

　投資の拡大

　利益還元の積極化

目標とする財務指標

財務指標 2020年3月期末実績 2025年3月期末目標

ROE 5.5％ 6.5％

自己資本比率 83.9％ 80％以下

1. 事業インフラ強化
■オペレーションのシステム化・自動化による作業効率向上
　→ 人員配置の柔軟化／人員不足への対応

2. CS（顧客満足度）向上
■外部プラットフォームとの連携による物流全体の効率化
■入出庫予約サービス等の導入によるサービスレベル改善

+ 10.7%

+ 10.0%

+ 12.9%

1

2

3

2021.3
旧配当政策

2022.3
配当性向40%

総還元性向90%
配当性向40%
2023.3 ～ 2025.3

■自己株式取得金額 ■配当総額 ●配当性向 ●総還元性向

50% 50%

90%90%

30%30% 40%40% 40%40%

投資の拡大

利益還元の充実

・戦略投資
・成長投資
・維持更新投資

・配当（約280億円）
・自己株式取得（300億円規模）

総投資額

720億円

年間ベースで
従来の2倍以上の
投資規模へ拡大

重点戦略の
追加

Point 2

業績目標の
上方修正

Point 1

資本コストを
意識した
経営の加速

Point 3

負債調達によるレバレッジ活用

Point 3

NEW！


